調査結果の概要
１.概要
表１　事業所数、従業者数、年間商品販売額

	
	事　業　所　数
	従　業　者　数　(人)
	年間商品販売額(万円)

	
	計
	個人
	個人以外
	計
	個人
	個人以外
	男
	女
	

	総数
	1,801
	814
	987
	15,679
	2,598
	13,081
	7,660
	8,019
	52,772,782

	卸売業
	422
	85
	337
	4,520
	242
	4,278
	2,875
	1,645
	31,055,109

	小売業
	1,379
	729
	650
	11,159
	2,356
	8,803
	4,785
	6,374
	21,717,673


注1）「個人以外」とは経営組織が法人または法人でない団体である。
注2）本表は、経済産業省によるデータをもとに、本市において作成したものである。
　
①総数

事業所数は1,801事業所で、うち個人事業所が814、個人以外（法人、法人でない団体）の事業所が987となっている。
　　従業者数は15,679人で、個人事業所が2,598人、個人以外の事業所が13,081人となっている。また、男性7,660人に対して女性8,019人で、商業全体では女性の方が多く従業している。
　　年間商品販売額は5277億2782万円となっている。
　②卸売業
事業所数は422事業所で、うち個人事業所が85、個人以外の事業所が337となっている。

　　従業者数は4,520人で、うち個人事業所に242人、個人以外の事業所に4,278人従業している。また、男性2,875人に対して女性1,645人で、男性の方が多く従業している。

　　年間商品販売額は3105億5109万円であった。
　③小売業

事業所数は1,379事業所で、うち個人事業所が729、個人以外の事業所が650となっている。

　　従業者数は11,159人で、うち個人事業所に2,356人、個人以外の事業所に8,803人従業している。また、男性4,785人に対して女性6,374人で、女性の方が多く従業している。

　　年間商品販売額は2171億7673万円であった。

２．産業分類（中分類）で見た卸売業、小売業の事業所数、従業者数について

①卸売業

　　事業所数で最も多いのが「建築材料、鉱物・金属材料等卸売業」の159事業所（37.7%）、続いて「その他の卸売業」の105事業所（24.9%）となっており、この2業種で卸売業全体の6割以上を占めている。

　　従業者数で最も多いのが「その他の卸売業」の1,686人（37.3%）、続いて「建築材料、鉱物・金属材料等卸売業」の1,106人（24.5%）となっており、この2業種で卸売業全体の6割以上を占めている。
表２　産業分類中分類別事業所数、従業者数（卸売業）
	
	事業所数
	割合　(%)
	従業者数
	割合　(%)

	卸売業
	422
	100.0
	4,520
	100.0

	50　各種商品卸売業
	1
	0.2
	11
	0.2

	51　繊維・衣服等卸売業
	30
	7.1
	274
	6.1

	52　飲食料品卸売業
	46
	10.9
	868
	19.2

	53　建築材料、鉱物・金属材料等卸売業
	159
	37.7
	1,106
	24.5

	　54　機械器具卸売業
	81
	19.2
	575
	12.7

	　55　その他の卸売業
	105
	24.9
	1,686
	37.3


　　　　　　　　　　　注1）本表は、経済産業省によるデータをもとに、本市において作成したものである。

　②小売業
事業所数で最も多いのが「その他の小売業」の508事業所（36.8%）、続いて「飲食料品小売業」の449事業所（32.6%）となっており、この2業種で小売業全体の7割近くを占めている。

　　従業者数で最も多いのが「飲食料品小売業」の4,770人（42.7%）、続いて「その他の小売業」の3,012人（27.0%）となっており、この2業種で小売業全体の7割近くを占めている。

表３　産業分類中分類別事業所数、従業者数（小売業）

	
	事業所数
	割合　(%)
	従業者数
	割合　(%)

	小売業
	1,379
	100.0
	11,159
	100.0

	56　各種商品小売業
	5
	0.4
	869
	7.8

	57　繊維・衣服・身の回り品小売業
	214
	15.5
	1,057
	9.5

	58　飲食料品小売業
	449
	32.6
	4,770
	42.7

	59　機械器具小売業
	156
	11.3
	1,065
	9.5

	　60　その他の小売業
	508
	36.8
	3,012
	27.0

	　61　無店舗小売業
	47
	3.4
	386
	3.5


　　　　　　　　　　　注1）本表は、経済産業省によるデータをもとに、本市において作成したものである。


